
京都府食品ロス削減府民会議設置要領 

 

（設置等） 

第１条 府民や食品関係事業者、行政等が一体となって、食品ロスの削減に向

けた取組を進めるため、京都府食品ロス削減府民会議（以下「府民会議」と

いう。）を設置する。 

 

（委員の役割） 

第２条 府民会議の委員は、次に掲げる事項について意見を述べるものとする。 

（１）食品ロス削減に関する事項 

（２）その他府民会議の目的を達成するために必要と認められる事項 

   

（委員） 

第３条 府民会議の委員は、学識経験者並びに食品関係事業者、消費者及び行

政機関の実務者とする。 

２ 委員の任期は、２０２０年３月３１日までとする。 

３ 委員に欠員が生じ、運営に支障が生じたときは、新たな委員を選任できる

ものとし、当該委員の任期は前任者の残任期間とする。 

４ 座長及び座長代理は、互選により選出する。 

５ 座長は、府民会議の議事を運営する。 

６ 座長に事故があるときは、座長代理はその職務を代行する。 

 

（会議） 

第４条 府民会議は、農林水産部長が招集する。 

 

（委員以外の者の出席） 

第５条 食の安心・安全推進課長は、必要があると認めたときは、府民会議に

専門的事項に関し学識経験を有する者その他の関係人の出席を求め、その意

見又は説明を聴くことができる。 

  

（委員の責務） 

第６条 委員は、公正かつ公平に意見を述べなければならない。 

２ 委員は、府民会議で知り得た情報を公表してはならない。ただし、府又は

府民会議が公表した情報については、この限りではない。 

 

（会議の非公開等） 

第７条 会議については、原則として公開とする。ただし、食の安心・安全推

進課長が必要と認めた場合は非公開とすることができる。 



２ 府民会議委員の氏名は公表する。 

３ 議事録要旨は、京都府ホームページにおいて公表する。 

４ 職員その他府民会議の場に出席した者は、会議で知り得た情報を公表して

はならない。ただし、府又は府民会議が公表した情報については、この限り

ではない。 

５ その他「京都府情報公開条例」及び「京都府個人情報保護条例」に基づき

対処する。 

 

（事務局） 

第８条 府民会議の事務局を食の安心・安全推進課に置き、事務局は次の事項

を担当する。 

（１）資料作成及び事業説明 

（２）議事録要旨の作成 

（３）府民会議委員及び議事録要旨の公表 

（４）その他府民会議委員が議事運営のため、必要と認める事項 

 

（その他） 

第９条 この要領に定めるもののほか、府民会議の運営に関し必要な事項は、

食の安心・安全推進課長が別に定める。 

 

 附則 

  この要領は、平成２８年７月２８日から施行する。 

 

 附則 

  この要領は、平成３１年１月１０日から施行する。 

 

 


